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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

平成22年２月26日に提出しました第50期(自　平成20年12月１日　至　平成21年11月30日)有価証券報告書の記載

事項の一部に訂正を要する箇所がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出する

ものであります。

 

２ 【訂正事項】

第一部　企業情報

　第４　提出会社の状況

　　１　株式等の状況

　　　（1）株式の総数等

　　　　②　発行済株式

　　６　コーポレート・ガバナンスの状況等

　　　（1）コーポレート・ガバナンスの状況

 

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は＿線で表示しております。
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第一部 【企業情報】

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】
(1) 【株式の総数等】
② 【発行済株式】

(訂正前)

 

種類
事業年度末
現在発行数(株)
(平成21年11月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,800 4,800非上場・非登録 (注)１

Ａ種優先株式 211 211 非上場・非登録 (注)２

Ｂ種優先株式 2,134 2,134非上場・非登録 (注)３

計 7,145 7,145 ― ―

(注) １　普通株式は完全な議決権を有し、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。なお、単元株制
度を採用していない。

２　Ａ種優先株式の内容は以下の通りであります。
　(1) 優先配当金
　　(イ)毎決算期において、優先株式の１株につき2,000円を限度として、優先株主に対し普通株主に先立ち、優先株式に関

する取締役会決議で定める額の剰余金の配当(以下優先配当金という)を支払います。
　　(ロ)優先株式の株主は、前項の優先配当金が支払われた後の残余の剰余金については、配当を受ける権利を有しませ

ん。
　(2) 残余財産の分配
　　(イ)残余財産の分配をするときは、優先株式の株主に対し普通株式の株主に先立ち、その優先株式１株につき170万円

を限度として分配を行います。
　　(ロ)優先株式の株主は、前項の優先分配が行われた後の残余の財産に対しては、分配を受ける権利を有しません。
　(3) 議決権
　　　優先株式の株主は、その所有する優先株式については、株主総会における議決権を有しません。ただし、下記の場合を

除きます。
　　(イ)定時株主総会において、優先配当金の全部が支払われる旨の議案が提出されないときは、その定時株主総会の時か

ら、議決権を有します。
　　(ロ)定時株主総会において、優先配当金の全部が支払われる旨の議案が提出されたが否決されたときは、その定時株主

総会終結の時から、議決権を有します。
　(4) 単元株制度を採用していない。
　(5) 種類株主総会の決議
　　　定款において、会社法第322条第２項に関する定めはない。
３　Ｂ種優先株式の内容は以下の通りであります。
　(1) 優先配当金
　　(イ)毎決算期において、優先株式の１株につき2,000円を限度として、優先株主に対し普通株主に先立ち、優先株式に関

する取締役会決議で定める額の剰余金の配当(以下優先配当金という)を支払います。
　　(ロ)優先株式の株主は、前項の優先配当金が支払われた後の残余の剰余金については、配当を受ける権利を有しませ

ん。
　(2) 残余財産の分配
　　(イ)残余財産の分配をするときは、優先株式の株主に対し普通株式の株主に先立ち、その優先株式１株につき170万円

を限度として分配を行います。
　　(ロ)優先株式の株主は、前項の優先分配が行われた後の残余の財産に対しては、分配を受ける権利を有しません。
　(3) 議決権
　　　優先株式の株主は、その所有する優先株式については、株主総会における議決権を有しません。ただし、下記の場合を

除きます。
　　(イ)定時株主総会において、優先配当金の全部が支払われる旨の議案が提出されないときは、その定時株主総会の時か

ら、議決権を有します。
　　(ロ)定時株主総会において、優先配当金の全部が支払われる旨の議案が提出されたが否決されたときは、その定時株主

総会終結の時から、議決権を有します。
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　(4) 株式分割の付与等
　　　本優先株式については株式の併合又は分割は行いません。
　(5) 単元株制度を採用していない。
　(6) 種類株主総会の決議
　　　定款において、会社法第322条第２項に関する定めはない。
４　当会社の株式を譲渡又は取得については、株主または取得者は取締役会の承認を要します。
５　当社は、当社が経営するゴルフ場の正会員になることを条件として運営の安定化を図り、資金調達手段を柔軟かつ機
動的に行うための選択肢の多様化を実行することを可能とするため、会社法第108条第１項第３号に定める（いわゆ
る議決権制限）について普通株式と異なる定めをした議決権のないＡ種優先株式とＢ種優先株式を発行しておりま
す。但し、会社法第108条第２項第３号イに定める（議決権の行使の条件）を満たない場合は、議決権を有します。

 

(訂正後)

 

種類
事業年度末
現在発行数(株)
(平成21年11月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,800 4,800非上場・非登録 (注)１

Ａ種優先株式 211 211 非上場・非登録 (注)２

Ｂ種優先株式 2,134 2,134非上場・非登録 (注)３

計 7,145 7,145 ― ―

(注) １　普通株式は完全な議決権を有し、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。なお、単元株制
度を採用していない。

２　Ａ種優先株式の内容は以下の通りであります。
　(1) 優先配当金
　　(イ)毎決算期において、優先株式の１株につき2,000円を限度として、優先株主に対し普通株主に先立ち、優先株式に関

する取締役会決議で定める額の剰余金の配当(以下優先配当金という)を支払います。
　　(ロ)優先株式の株主は、前項の優先配当金が支払われた後の残余の剰余金については、配当を受ける権利を有しませ

ん。
　(2) 残余財産の分配
　　(イ)残余財産の分配をするときは、優先株式の株主に対し普通株式の株主に先立ち、その優先株式１株につき170万円

を限度として分配を行います。
　　(ロ)優先株式の株主は、前項の優先分配が行われた後の残余の財産に対しては、分配を受ける権利を有しません。
　(3) 議決権
　　　優先株式の株主は、その所有する優先株式については、株主総会における議決権を有しません。ただし、下記の場合を

除きます。
　　(イ)定時株主総会において、優先配当金の全部が支払われる旨の議案が提出されないときは、その定時株主総会の時か

ら、議決権を有します。
　　(ロ)定時株主総会において、優先配当金の全部が支払われる旨の議案が提出されたが否決されたときは、その定時株主

総会終結の時から、議決権を有します。
　(4) 単元株制度を採用していない。
　(5) 種類株主総会の決議
　　　定款において、会社法第322条第２項に関する定めはない。
３　Ｂ種優先株式の内容は以下の通りであります。
　(1) 優先配当金
　　(イ)毎決算期において、優先株式の１株につき2,000円を限度として、優先株主に対し普通株主に先立ち、優先株式に関

する取締役会決議で定める額の剰余金の配当(以下優先配当金という)を支払います。
　　(ロ)優先株式の株主は、前項の優先配当金が支払われた後の残余の剰余金については、配当を受ける権利を有しませ

ん。
　(2) 残余財産の分配
　　(イ)残余財産の分配をするときは、優先株式の株主に対し普通株式の株主に先立ち、その優先株式１株につき170万円

を限度として分配を行います。
　　(ロ)優先株式の株主は、前項の優先分配が行われた後の残余の財産に対しては、分配を受ける権利を有しません。
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　(3) 議決権
　　　優先株式の株主は、その所有する優先株式については、株主総会における議決権を有しません。ただし、下記の場合を

除きます。
　　(イ)定時株主総会において、優先配当金の全部が支払われる旨の議案が提出されないときは、その定時株主総会の時か

ら、議決権を有します。
　　(ロ)定時株主総会において、優先配当金の全部が支払われる旨の議案が提出されたが否決されたときは、その定時株主

総会終結の時から、議決権を有します。
　(4) 株式分割の付与等
　　　本優先株式については株式の併合又は分割は行いません。
　(5) 単元株制度を採用していない。
　(6) 種類株主総会の決議
　　　定款において、会社法第322条第２項に関する定めはない。
４　当会社の株式を譲渡又は取得については、株主または取得者は取締役会の承認を要します。
５　当社は、当社が経営するゴルフ場の正会員になることを条件として運営の安定化を図り、資金調達手段を柔軟かつ機
動的に行うための選択肢の多様化を実行することを可能とするため、会社法第108条第１項第３号に定める（いわゆ
る議決権制限）について普通株式と異なる定めをした議決権のないＡ種優先株式とＢ種優先株式を発行しておりま
す。但し、会社法第108条第２項第３号ロに定める（議決権の行使の条件）を満たない場合は、議決権を有します。

 

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

１．～12．＜省略＞

 

13．種類株式の議決権について

(訂正前)

当社は、当社が経営するゴルフ場の正会員になることを条件として運営の安定化を図り、資金調達手段を

柔軟かつ機動的に行うための選択肢の多様化を実行することを可能とするため、会社法第108条第１項第３

号に定める（いわゆる議決権制限）について普通株式と異なる定めをした議決権のないＡ種優先株式とＢ

種優先株式を発行しております。但し、会社法第108条第２項第３号イに定める（議決権の行使の条件）を

満たない場合は、議決権を有します。

 

(訂正後)

当社は、当社が経営するゴルフ場の正会員になることを条件として運営の安定化を図り、資金調達手段を

柔軟かつ機動的に行うための選択肢の多様化を実行することを可能とするため、会社法第108条第１項第３

号に定める（いわゆる議決権制限）について普通株式と異なる定めをした議決権のないＡ種優先株式とＢ

種優先株式を発行しております。但し、会社法第108条第２項第３号ロに定める（議決権の行使の条件）を

満たない場合は、議決権を有します。
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